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本調査で使用している用語について 

 

※1 「対価」とは，特定事業者（買手事業者）及び特定供給事業者（商品・役務〔サービス〕の

提供をする売手事業者）の間で取り決めた商品又は役務（サービス）の供給に係る価格であ

り，消費税を含めた価格（本体価格に消費税額を加えた総額）をいいます。 

 

※2 「同種若しくは類似の商品若しくは役務（サービス）に対し通常支払われる対価」とは，通

常は，特定事業者と特定供給事業者との間で取引している商品又は役務（サービス）の消費税

率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした額をいいます。 

 

※3 「通常支払われる対価に比し低く定めることにより，特定供給事業者による消費税の転嫁 

を拒む」とは，特定事業者が，平成２６年４月１日以後に特定供給事業者から供給を受ける商

品又は役務（サービス）の対価について，合理的な理由なく通常支払われる対価よりも低く定

める行為をいいます。 

例えば，平成２６年４月１日の消費税率引上げに際して，消費税を含まない価格（以下「本

体価格」といいます。）が１００円の商品について，消費税率引上げ後の対価を１０５円のま

ま据え置く場合が該当します。 

 

※4 「対価の額を減じ（ることにより）特定供給事業者による消費税の転嫁を拒む」とは，特定

事業者が，平成２６年４月１日以後に特定供給事業者から供給を受ける商品又は役務（サービ

ス）について，合理的な理由なく既に取り決められた対価から事後的に減じて支払うことをい

います。 

例えば，平成２６年４月１日の消費税率引上げに際して，本体価格が１００円の商品につい

て，消費税率引上げ後の対価を１０８円として契約したにもかかわらず，支払段階で消費税率

引上げ分の３円を減じ，１０５円しか支払わない場合が該当します。 

 

※5 「自己の指定する」には，特定事業者が自己の供給する商品又は提供する役務（サービス）

を指定する場合だけでなく，第三者の供給する商品又は提供する役務（サービス）を指定する

場合も該当します。 

 

※6 「商品を購入させ」には，消費税の転嫁を受け入れる代わりに商品を購入させる場合や，商

品を購入しないことに対して不利益を与える場合だけでなく，事実上，購入を余儀なくさせて

いると認められる場合も含まれます（「役務（サービス）を利用させ」や，「その他の経済上の

利益を提供させる」の考え方も同様です。）。 

 

※7 「金銭，役務（サービス）その他の経済上の利益」とは，協賛金，協力金等，名目を問わず

行われる金銭の提供，作業への労務の提供等をいいます。 

 

この調査に関する「よくある質問（ＦＡＱ）等」を，公正取引委員会ホームページ（消費税転嫁 

対策コーナー）又は中小企業庁ホームページ（消費税価格転嫁等対策）に掲載しています。 


















